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The formation process of the Teacher aptitude test at Tokyo Metropolitan in the early post-war period: 

An analysis of administrative documents and newspaper articles
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　The purpose of this paper is to clarify the formation process of the Teacher aptitude test at Tokyo Metropolitan in the early post-war 

period. Previous studies showed that if teacher candidates wanted to take screening tests for teacher employment, they needed to get 

recommendations by school principals, who manage schools which they wanted to work as teachers. However, such as recommendation 

was abolished after the Teacher aptitude test started. This paper examines two issues, which remains to be done in the previous studies. 

First, to investigate what was discussed until the recommendation by school principals was abolished. Second, to investigate how 

candidates got chances to take the Teacher aptitude test after the recommendation was abolished. The finding advances our understanding 

of how the teacher employment system was formed in Japan.
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１　目的

本稿の目的は，戦後初期の東京都における教員適性

検査制度の形成過程を明らかにすることである。

戦後日本において，なぜ「教員採用試験」が誕生

したのか。この問いに答えることは容易ではない。

先行研究（神田・土屋 1984, 土屋 2017など）の多く
は，教員採用選考試験（以下「選考試験」）の導入経

緯について，教育公務員特例法（以下「教特法」）や

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「地

教行法」）との関係を検討するに留まってきた（前

田 2018b）。富山県（前田 2018a）や鹿児島県（前田 
2019a）の事例研究により，各自治体における選考試
験導入の歴史的過程が明らかにされつつあるものの，

全国的な形成過程の把握までには至っていない。

その中で伊ヶ崎・山崎・土屋（1969: 140）によれば，
戦後最初に選考試験を実施したのが東京都であり，

「この東京都の選考試験実施にはじまって，各地で採

用試験が行なわれることになった」という。この指摘

を踏まえれば，全国に先駆けて選考試験を開始し，今

日まで続く教員適性検査を確立させた東京都の歴史的

過程を明らかにすることは，今後の教員採用制度研究

を進める上で不可欠の課題だと考えられる。そこで本

稿は，戦後初期の東京都において，教員適性検査制度

が形成される過程を明らかにすることに取り組む。

以上では本稿の目的を述べてきた。続く２章では先

行研究を検討した上で，本稿の分析課題と使用する資

料について述べる。３章では分析を行い，４章では分
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析結果を踏まえた結論を述べる。

２　先行研究の検討

Ａ　戦後初期の東京都における教員採用行政の展開

本章では先行研究として，東京都教育委員会・東京

都立教育研究所が編纂した東京都教育史，及び布村

（2013）を用いて，選考試験及び教員適性検査制度の
発展過程を概観する。

まず教特法施行以前の時期（1947～1948年頃）には，
都道府県・五大市の教育委員会も発足する以前であっ

たことから，教職員の採用は各学校長の責任によるも

のであり，学校長が東京都長官に採用具申を行うとい

う形式で行われていた（東京都立教育研究所編 1975: 
869-871, 東京都教育委員会編 1958: 112）。採用の合否
は面接のみで決定されており，その背景には当時の教

員需要数に対して志願者数は比較的少なく，「候補者

の選考もそれだけ容易であつたし，又一方，戦後の新

しい制度が未だ完全に整備されていなかつた時代」と

いう状況があった（東京都教育委員会編 1958: 112）。
1948年11月に都道府県・五大市の教育委員会が発足
し，1949年１月に教特法が公布施行されると，『東京
都公立学校教員採用志願者名簿に関する規則』（1949
年３月５日）が制定され，都教委が採用志願者を名簿

によって統括的に把握することになった（東京都立教

育研究所編 1975: 871-872, 東京都教育委員会編 1958: 
112）。採用志願者名簿に記載された者には，欠員状
況に従って面接選考が実施され，その結果適当と認め

られた者のうち，学校長の推選した者についてのみ身

体検査による選考が行われた（東京都立教育研究所編 
1975: 872）１）。
しかし都の教員志願者数は，1949年度（小中高計約

500名）から翌1950年度に激増した（1511名）２）（東京
都立教育研究所編 1975: 872）。この状況をうけ，都教
委は通達『東京都公立学校教職員の選考について３）』

（1951年４月３日）を出し，「選考は当分の間各学校長
より様式による選考願のあった者のみについて行う」

とした（東京都立教育研究所編 1975: 872-873）。
その後も志願者の激増が続いたため，都教委は再び

通達『東京都公立学校教職員の選考について４）』（1953
年６月12日）を出した。同通達は採用志願者名簿に
記載された者のうちで，「採用候補者としてその学校

の校長から［中略］選考を願い出た者についてのみ」，

従来の書類選考と面接（Ⅰ＝主に教職教養・専門教養，

Ⅱ＝主に人物，識見等）に加え，２種類の筆答試問（Ⅰ

＝主に人物・識見等，Ⅱ＝主に教職教養）を課すとし

た（東京都立教育研究所編 1975: 873-874）。判定方法
は「筆答，面接選考の四試問の結果及び書類選考等を

綜合して適任，保留，不適任の判定を行う」とされた

（同）。この時期に至り，学校長の推薦を得た「採用候

補者」でなければ，書類選考・面接・筆答試問を受け

られないとされた。

同時期に関し布村（2013）は，都内一般大学の女
子学生による新聞投書５）の存在を指摘している。投

書者は都内公立中高の教員を志願しており，大学の厚

生課で教員志願者としての登記を済ませたが，学校長

からの採用内定がなければ教員採用試験は受けられな

いという噂を聞き愕然とする。都内出身の学生は出身

校の校長を頼って求職できる一方で，地方出身の彼女

にはそのような手段がなく，「平等な機会」が奪われ

ていることに失望している。この頃には学校長の採用

内定という手続きが問題視され，新聞投書上で批判さ

れるという状況が生じていたことがわかる。しかし布

村（2013）が検討した資料はこの新聞投書１通と兼子
（1978）による教特法の法解釈に留まり，その詳細の
分析には至っていない。

その後も教員志願者が増加していたため，『東京都

教員適性検査に関する規則』（1954年11月30日）が定
められ，「教員適性検査制度」が設けられた（東京都

立教育研究所編 1964: 112-113）。検査はおおむね年６
回（第４条），筆答及び面接により行われ（第５条），

４段階に評定して受験者に通知するとされた（第６

条）（同）。

ここで従来の選考という語は「適性評定」に変えら

れ，適性評定は学校長の選考願（推薦）の有無に関わ

らず志願者全員に対して行われることになった（東京

都立教育研究所編 1975: 877）。実施のための組織とし
て「適性検査実施委員会」（学識経験者，教育委員会

職員，公立学校長等で構成）が設置された（東京都立

教育研究所編 1964: 268）。
適性検査に関する規則を都教委で審議する過程で

は，「適性の評定と選考」の関係（適性検査と選考試

験を同時に実施するのではなく，適性検査が「選考の

資料」とされるという関係が説明された），「校長の

立場」などが論点となった（東京都立教育研究所編 
1964: 113）。後者の「校長の立場」について，就職を
希望する教員は個々に学校長と交渉して就職するとい

うことになるのかという教育委員からの質問に対し，

次長からは「区の方にこれだけ欠員があるからといっ

て採用候補者者［ママ］を出すこともあれば，校長が
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推薦して来て試験に受かれば採用ということもあり両

面から」行うという回答がなされている（同）。

上述の教員適性検査は筆答試験・面接試験を同時に

実施していたが，地教行法施行後の1956年11月６日
に改正され，1957年度からは第１次検査と第２次検
査に分けられるようになった（東京都立教育研究所編 
1964: 299, 東京都立教育研究所編 1975: 877）。すなわ
ち第１次検査で教科教養・教職教養に関する筆記試験

を行い，一定基準以上に達した者のみ第２次検査（教

職に関する一般教養の筆記試験と面接試験）を行うよ

う改められた（同）。

Ｂ　分析課題と資料

以上の東京都教育史は，主に行政資料に基づいて，

教員志願者数の増大を背景要因とした教員適性検査制

度の発展過程を記述している。東京都では1950年代に
入り選考試験が実施され始めたものの，激増した教員

志願者数を絞り込むために，選考あるいは選考試験を

受ける機会の制限が行われていた。受験機会制限の指

標とされたのは，学校長から「選考願」という形で推

薦を得られるかどうかだった。この学校長推薦による

受験機会の制限は，1954年に創設された教員適性検
査制度で廃止されるに至った。

しかし当時の東京都では継続して志願者数が増加し

ていたにも関わらず，なぜ教員適性検査制度の創設に

あたり受験者数絞り込みのための学校長推薦が廃止さ

れたのだろうか。東京都教育史は，この過程でいかな

る議論が行われたのかについては明らかにしていな

い。更に，学校長推薦が廃止された後には，どの教員

志願者にも平等な受験機会が与えられるようになった

のだろうか。東京都教育史は，教員適性検査設立以後

の受験機会がどのように設定されたのかに関しては言

及していない。

　そこで本稿では，教員適性検査制度の形成過程を明

らかにするにあたり，二つの分析課題を設定する。第

一に，学校長推薦が廃止される過程でいかなる議論が

行われたのかを明らかにする。第二に，学校長推薦の

廃止後，教員適性検査の受験機会がどのように設定さ

れたのかを明らかにする。これらに取り組むにあたっ

ては，東京都教育史が依拠していた行政資料だけでな

く，同時代の新聞報道にも資料範囲を拡大することで，

より詳細な歴史的過程を再構成することを試みる。

以上を踏まえ，分析に用いる資料の収集方法は以下

の通りである。1940年代～1950年代に東京都教育委
員会・教育庁が発行した資料を国立国会図書館・東京

都立中央図書館で収集したほか，公文書開示請求によ

り東京都教育委員会会議録を入手した。これらに加

え，新聞記事オンラインデータベース『聞蔵』（朝日

新聞），『ヨミダス歴史館』（読売新聞），『毎索』（毎日

新聞）で収集した記事を資料として使用した。対象期

間は終戦後（1945年８月15日）から，東京都教員適
性検査制度の原型が確立された1956年度末（1957年
３月31日）までとし，見出しに「先生」「教師」「教員」
のいずれかを含む記事６）を検索した。検索の結果ヒッ

トした記事数は，朝日新聞906件，読売新聞1371件，
毎日新聞733件である７）。上記のようにヒットした記

事数は多いものの，本稿の分析に使用できた記事は全

体のごく一部であることを予め断っておく（朝日新聞

11件，読売新聞８件，毎日新聞13件）。

３　分析

Ａ　教員志願者の地域移動と量的拡大（1947年度～
1953年度）
分析課題に先立ち，本節では学校長推薦による受験

機会制限が開始されるまでの経緯を確認する。1947年
から1949年にかけて，東京都の教員需給状況は大きく
変動していた。まず1947年は，新制小学校・中学校
が発足したことで全国的にも教員不足が深刻な問題と

なっていた。文部省の推計によれば，全国の小中学校

の不足教員数は1947年度約５万3000名，1948年度約
２万8000名，1949年度約４万1000名であり，３年間で
は合計約12万2000名の不足が見込まれていた８）。1947
年10月時点では小学校で５万名の教員が不足していた
が，翌1948年春の師範学校卒業生は男女計１万7000名
しかおらず，文部省はこの対応に追われていた９）。

しかし東京都に限っていえば，この教員不足は1949
年になると一変し，「今年は志願者が多すぎて，都教

育庁では七日『都公立学校教員の新規採用は当分見込

みありません』という札止めの掲示を出」す事態が生

じていた10）。1949年度の新制公立小・中学校の教員志
願者として，1948年度末には小学校1280名（この他
に師範学校新卒700名）・中学校2100名（この他に高
等師範学校新卒150名）が都教育庁に殺到していた11）。

これに対し教員の増員は小学校1000名程度，中学校
600～700名程度に留まるため，「これでは師範新卒者，
高校からの就職者を就職させるのにやつとで一般から

の志願者にはほとんど回らなくなつて，ついに『新規

採用中止』の掲示となつた」12）。

このように殺到した志願者は，「行政整理を見越し
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て退職した役人や会社員が多く，それも東京などでは

勤務地手当がつくので地方からの志願が多い」13）。す

なわち給与の高い東京都に地方から教員志願者が流入

したことで，都の教員不足は一転し，供給過剰となっ

ていた。前述した都教委の通達（1951年４月３日）が
出され，学校長の推薦願のある者だけを選考するとい

う措置がとられた背景には，このように地方からの流

入の拡大という状況があったといえる。

　この地方からの流入は，その後ますます過熱する傾

向を見せた。1951年，関東近県では待遇の違いから東
京都の教員を志望して退職する小・中学校教員が相次

ぎ，「深刻な教員不足に直面」していた14）。当時の教

職員給与制度のもとでは，財政力の違いから生じる東

京都と近県との教員給与の違いは大きく，埼玉県教職

員組合調査によれば1933年師範学校卒の場合，埼玉県
だと勤務地手当を含めて１万1370円だが，東京都で
は１万6625円となり，差額は5247円にも上った15）。こ

のような待遇格差をうけ，埼玉県では1950年に130名，
1951年11月時点では57名が退職して東京へ転勤して
いた16）。更に今後のベースアップで「東京と地方教員

の給与の差はさらに四，五百円開く」ため，関東近県

側は「東京へ転入する教員は今後いよいよふえるので

はないか」と懸念している17）。

　一方で，戦後発足した新制大学の教育学部・学芸学

部では，質の高い教員資格者の養成が目指されたが，

当初の深刻な教員不足に対し十分な補充策として機能

できるかが危ぶまれていた。1949年４月から設置さ
れた全国の新制大学教育学部・学芸学部では，入学志

望者数が定員の60％，入学者数は定員の53％の約１万
3000名に留まり，「このまゝでいけば年二万六千の教
員養成計画はおろか教員の補充さえおぼつかない有

様」だった18）。

これを憂慮した文部省は，教員を志願する新制大学

教育学部・学芸学部の学生に育英資金を貸与する計画

を立案し，予算計上を行った19）。玖村敏雄（文部省大

学学術局教職員養成課長）は，当初の「教員の質は非

常にわるいので優秀な新制大学卒業者で徐々に質を向

上させる計画」とのずれを認めつつ，育英資金に加え

教員の待遇向上の必要性にも言及している20）。この育

英資金はその後，３億4200万円の予算が国会に提出さ
れ，1950年度から３万名の学生が１人平均年額１万
2000円（月額最低500円～最高2000円程度），多い者
では２年間に４万円程度の生活補助を受け取る仕組み

とされた21）。

このような育英資金制度の整備も実を結び，1951

年度には教員養成関係46大学の入学志願者数は定員
約２万2500名の約１倍半に達した22）。中には定員の２

倍や２倍半に達した学部もあり，「定員に満たないの

はほとんどないという現況で三年前と比べて隔世の感

が深い」状況になった23）。

以上の経過を辿り，新制大学の教員養成課程卒業者

も徐々に増え，教員資格者の量的拡大の端緒が開かれ

つつあった。東京都でも地方からの流入者に加え，新

制学芸大学卒業の教員志願者が順調に増加していっ

た。1951年度末（1952年２月）には，小中高合計で約
6000名近くの願書が都教育庁に提出されている24）。し
かし採用できるのは自然退職者分の欠員補充のみで，

小学校の欠員補充は「今年学芸大学を卒業する約四百

人の学生に優先割当てされる」ので，実質的には中学

校の欠員補充200名のみとなり，激しい競争となってい
た25）。そのため，都教育庁は連日「あらゆる知人を介

して自薦他薦の売り込み組」の訪問を受けていた26）。

同記事（1952年２月時点）は，この殺到した教員
志願者が「面接，筆記，身元調査の関門をくぐって入

学？［原文ママ］するのは至難」と報じており，この

時期には何らかの形で筆記試験が導入されていたとみ

られる。東京都教育委員会が毎年発行する『東京都の

教育』（昭和27年版）は，おおむね1951年中の事項を
反映しているものだが，教職員の採用は「採用志願者

名簿の記載」「面接による選考」「身体検査による選考」

「具申による選考」の過程を経て行われるとしている

（p. 171）。これらを照らし合せると，新聞記事中の「筆
記」は東京都においては1952年に入ってから開始され
るようになったものと推測される。

都の教員をめぐる競争率は，翌1953年度にかけて
更に高まっていた。東京都の教職員の平均月収は２万

1000円で，地方に比べ約２割も高く，地方からの流
入は更に拡大していた27）。都教育庁が1953年２月21日
時点で申込みを受け付けた教員志願者計9830名28）の

うち，約６割が「地方からの転任希望組」だったとい

う29）。３月には受付総数が１万5000人を突破し，昨年
（1952年）の倍となることが見込まれていた。これに
対し新規採用数の見込みは小学校約600名，中学校約
500名，高校約100名に留まるため，競争率は15人に
１人と非常に高かった。都教育庁職員課は「地方から

の転任希望者は多くが二，卅歳台で，やはり近県の学

校に勤めている人が多い。」と述べている30）。

当初見込まれた１万5000名にこそ届かなかったも
のの，1953年度当初の教員志願者は小中高計で約１万
2000名に達し，その約半数を地方からの志願者が占
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めた31）。しかし１月末から毎週300名ずつ実施され始
めた選考試験は，学校長から選考願が出された者だけ

が受けられるため，受験者は採用人員の２倍程度に留

まっていた。この学校長推薦は「希望の学校長と面接

の機会の多い都内居住者が絶対有利」なルールであり，

「中には校長自身が『志願者名簿』をひっくり返して

気に入った経歴の者を拾い出すような場合もあるが，

これは縁故でもない限りまず望み薄。」とされた32）。

このときの選考試験は面接・作文によって行われた。

合格率は小学校約７割，中学校約３割，高校約７割で

あり，「平均五割の合格率を見込んで校長の方でも一人

ほしいときは二人の選考願を出している例も多い」33）。

面接よりも重点が置かれていたという作文は，「『男女

共学についての意見』『生徒会の指導方針』など教育者

としての常識をテストする程度」のものだった34）。前

述した通達（1953年６月12日）で２種類の筆答試験の
実施が伝えられたことと合わせると，それまで「教育

者としての常識をテストする程度」の作文という形で

実施されていた筆答試験が，同通達でより具体的な２

種類の筆答試験（「人物，識見」および「教職教養」）

に改正されたという経過を辿ったと考えられる。

Ｂ　「情実」への懸念と教員適性検査制度の開始（1953
年度～1954年度）
以下では第一の分析課題として，学校長推薦が廃止

される過程でいかなる議論が行われたのかを明らかに

することに取り組む。布村（2013）の指摘した女子学
生の投書が朝日新聞に掲載されたのは，1953年９月
だった。この時点の東京都の教員採用は，より具体化

された複数の筆答試験が設けられた一方で，その受験

のためには従前通り学校長の推薦（選考願）を要する

というものだった。すなわち志願者の試験成績による

スクリーニングが精緻化されつつあった一方で，依然

として学校長推薦の有無によるスクリーニングを経る

必要があったといえる。投書が訴えていたように，こ

のような教員採用のあり方が地方出身・一般大学卒の

志願者の不満を喚起したことは理解しやすいだろう。

試験成績による選抜の手続きが精緻化されるほど，そ

の試験を受ける機会の不均等な配分が鮮明になり，両

者の矛盾が批判を受けるという事態が生じていたので

ある。

言い換えれば投書が掲載されたのは，この矛盾が

最も可視化されていた時期だったといえる。このこと

は，それまで地方からの流入への対処という点で一定

の正当性を付与されていた学校長推薦による受験機会

制限が，「情実」という形で問題視されることにつな

がったと考えられる。投書掲載から２か月後の1953年
11月，都教育庁は小中学校の教員志願者について校長
の推薦制を廃止することを決め，1954年４月から実施
することになった35）。その理由は「都内の学生の激増

や情実などからこうした制度ではよい教員が採用でき

ないため」とされた36）。同時期は第１次ベビーブーマー

（1947～1949年生まれ）の小学校入学を控え，1954年
度から小・中学校の児童・生徒数が約12万人増加する
ために，教員が約3800人不足するという状況も生じて
いた37）。都教育庁は，「これまでは他府県からの志願

者は都内の自分の志望する学校の校長推薦を必要とし

選考していた」が，「これには情実が伴ったりしたうえ，

来春学芸大学卒業予定者で都内の学校に志望するもの

が小，中学校合せ五千人にも上っているところから門

戸を開放し，学校長の推薦の必要もなく公開選考によ

り人材を得ようとするもの」としている38）。

このように「情実が伴ったり，良い教員が得られな

いなど」の問題があったとされる学校長推薦が廃止

されると，1953年12月の採用選考試験の受験者は約
3000名に上り，1954年１月・２月までの３回の試験
で6000名を突破した39）。合格率は小学校70％，中学校
45％，高校60％であり，合格者には「公立学校教員適
任証」が渡される40）。しかしこの適任証は必ずしも就

職を意味するわけではなく，合格者が採用される割合

は小学校で最も高かったが，高校では合格者のうちわ

ずか20名ほどしか採用されないという状況になって
いた41）。児童・生徒数の増加は戦後最高となったが，

緊縮予算のために教員の増員ができず，教員基準を

１学級1.45人から1.34人に引き下げて新規採用数を抑
制したためである42）。都教育庁による新規採用予定数

は1954年３月時点で2500名（小学校1500名，中学校
1000名）だった43）。

1954年11月の教員適性検査制度の創設は，このよう
な状況下で行われたものだった。1954年11月の都教委
議事録44）によれば，教員適性検査制度の提案理由は

「近来本都教員志願者が非常に多くなり一ヶ年に二万

人以上となることが予想されるので，このさい『教員

適性検査制度』を設けて適性の審査内容を作り，東京

都に適した教員を採用できるようにしたい」とされた。

その一方，新聞報道では「都内の教員養成学校を卒業，

または教員の免許をもっていても都内学校で教べんを

とることはむずかしく情実や不正入，転校が起り勝ち

だった」ことが適性検査導入の背景とされ，都教委議

事録にない「情実」への懸念が言及された45）。なお，
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この適性検査の実施費用は，受検者から手数料として

徴収する300円により賄われることになっていた46）。

1954年12月，都教育庁に新たに「校長，教員選考委
員会」を設け，同委員会で校長以下の入転校を決める

ことが決定された47）。同委員会は「適性検査実施審議

会で検査，判別した資格教員をさらに審査」し，「どこ

の学校に任命するかをきめる」ものとされた（教育長，

次長，学務部長，教育長指定の職員・課員で構成）48）。

なお，同記事で「適性検査実施審議会」とされている

のは，適性検査実施の際に設置された「適性検査実施

委員会」（東京都立教育研究所編 1964: 268）のことと
推測される。

新聞報道では「校長，教員選考委員会」の設置の背

景としては，都内学校への入転校を希望する教員資格

者は毎年約１万5000名いるが，競争率は約４倍に上っ
ており，「このため情実による不正入転校の起るおそれ

も多」いために，教員適性検査が導入されたという49）。

すなわち，ここでもやはり適性検査導入の理由は「情

実」への懸念と結びつけて説明されている。「校長，教

員選考委員会」の設置により「これで不正入転校はな

くなると同庁ではみている」とされていることから50），

都教育庁は対外的には「情実」への懸念と適性検査導

入を結び付けて説明するという姿勢をとっていたこと

がうかがえる。

以上でみてきたように，当初は選考を受けるための

正当な手段とされていた学校長推薦は，「情実」とし

て問題視されるようになることで廃止されるに至っ

た。その一方，教員適性検査を経た上でも，採用され

るにはやはり学校長からの採用内定を得る必要があっ

た。『東京都の教育』（昭和30年版）には，適性検査を
経て選考で適任と判定された者は東京都教員採用候補

者として各学校へ通知され，「各学校長はその採用候

補者名簿の中から採用者を内定する」という手続きが

示されている（p. 126）。この採用内定獲得で重視さ
れたのは出身大学であり，都内の有力教員養成大学の

出身者が有利となる状況を生んでいた。新聞報道によ

れば「『都内中学校長の三分の一を先輩に持つ学芸大

や東大教育大などはいいが，その他の大学の新卒は検

査に合格してもそれからが大変だ』と職員課でも同情

している51）」という。都教育庁職員課長も「教員志望

も深刻になったが，先輩校長を持っているところや有

名校の出身者が優先されるのは，どうしても仕方がな

い」としており52），平等な受験機会の下での試験成績

によるスクリーニングの後であれば，最終段階で出身

大学が影響することは許容されていたことがわかる。

Ｃ　選抜以前の排除――身長制限と年齢制限（1955年
度～1956年度）
以下では第二の分析課題として，学校長推薦の廃止

後，教員適性検査の受験機会がどのように設定された

のかを明らかにすることに取り組む。上述してきたよ

うに学校長推薦は廃止されるに至り，平等な受験機会

のもとでの教員適性検査制度は確立されたかに見え

る。しかし同時期には，東京都教育庁は二つの方法に

よって，別の方法による受験機会制限を行おうとして

いた。その一つは身長150cm以下の者は採用しないと
いう身長制限である（１項）。そしてこのような身長

制限が行われた同時代的状況としては，各地で女性教

員に対する採用制限が行われており，その背景には出

産休暇に関する法制の影響があった（２項）。同時に

受験機会制限を行うもう一つの方法として，年齢制限

が導入されていた（３項）。

　１　東京都教員採用における身長制限

教員適性検査制度が創設されたのと同時期，都教育

庁が男女共に身長150cm以下の者は採用しないという
規定を掲げたことが注目を集めていた。都教育庁保健

課長は記者の取材に対し，規定の理由を「このごろ小

学校などでも生徒の平均身長が高くなり，あまり小さ

い人がいっても生徒の統率上困るので……神聖な教職

に身長などという考え方もありますが，最近は一般の

職場でも背の高いものを望んでいる傾向で，教員だけ

低くてもいいという考え方はおかしい53）」としている。

この説明に対し，記者が根拠薄弱だと思って追及す

ると，「結局，こんな規定を決めたのは，あまりに需

要に対して教員志望者が多くあまりすぎているため，

それを少しでもけずるための策として，百五十㌢とい

う基準を設けたらしい。」ということが明らかにされ

た54）。すなわち「この就職難の時代に志望者をふるい

落す第一次試験に背の高さというもっとも簡単な方式

が用いられたのだ55）」。

『東京都の教育』（昭和31年版（昭和30年報））によ
れば，教員志願者数は1954年度約１万4000名，1955
年度１万6087名となっていた。民間企業の就職難を反
映し，1955年１月の教員適性検査志願者数は8500名
以上を超えると予想され，1954年12月の適性検査志
願者7500名を更に上回り，「検査制度始まって以来の
最高記録」となることが見込まれていた56）（これに対

し，検査合格者は約4500名，採用者は約1500名）。記
者に対して語られたのが事実だとすれば，この膨大な

志願者数を削減するために身長制限が導入されたとみ
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られる。更に1956年度には，2300名という公立学校
教員の「大量不足」が予想されていたため，1955年に
は翌年度に向けた全国的な志願者募集も行っていたこ

とから57），更なる志願者数の増加も見込まれるという

状況だった。

しかし，上述した人数の絞り込みという率直な目的

のために導入されたはずの身長制限には，教育的な根

拠が事後的に付加されていった。朝日新聞の取材に対

し，都教育庁職員課長は身長制限の理由を「①中学の

三年生，高校生の身長が一五〇㌢以上もあるのに，先

生が一五〇㌢以下では，遠足や校外指導などの時，ど

こに先生がいるのかわからないといった不便があり，

指導監督が十分できない②教壇で黒板に文字を書く場

合も，上の方まで手が届かず，学習活動に支障を来た

す③体位の低いものは一朝有事の場合条件が悪い」と

挙げ，「生徒児童に対する教育効果を考慮して作られ

たものだ」とした58）。ここでは，当初志願者数削減の

ために導入された身長制限に対し，「指導監督が十分

できない」「学習活動に支障を来たす」「教育効果を考

慮」という表現を用いて，その教育的根拠が付加され

ている。すなわち志願者の身長の中に，教員としての

適性や職務遂行能力を読み込む論理が提示されている

といえる。

このような都教育庁の方針に対し，文部省は「先生

らしい先生を採用するのはさしつかえないと思う。病

弱だとか，背が低いといったことは，教育効果の上か

らも望ましいことではない。だから肉体的条件の一つ

としてひどい要求でなければ，身長制限もやむを得な

いだろう」として許容する姿勢を見せていた59）。ここ

でもやはり，身長制限を「先生らしい先生を採用する」

ための実践，すなわち教員としての適性を評価するた

めの実践として正当化していることが確認できる。

150cm以下という身長制限は，平均身長の低い女子
の教員志願者に対して特に不利に働く。当時，全国の

女子大生（昼間部）８万5700名のうち身長150cm以下
の者は１万4900余名で，全体の17.4％を占めた60）。民

間企業のほとんどが「容姿端麗」を女子の採用条件と

していた当時，男女の差別待遇のない教員は「女子に

開かれた“希望の職域”」とされていたため，教員を

志願する女子学生からは不満が噴出した61）。

上述した身長制限への教育的な根拠の付加は，その

後，従来からの慣習だったとする説明も追加された。

新聞報道によれば，東京都の「“身長五尺”の問題に

ついては『古くからの不文律だが，受験前に知らせた

方が親切と思って昨年はじめて明示した』」と都教育

庁学務部長が説明したという62）。

しかし，諸方面からの批判の高まりを受けて，身長

制限の規定は翌1956年度から削除されることになっ
た63）。この身長制限は，旧師範学校の入学試験の身体

検査の基準になっていたことに由来し，戦前の東京市

時代から慣例として実施されていたとされる64）。戦中

戦後の教員不足の時期には身長150cm以下でも採用さ
れていたが，慣例は残っており，1954年11月に教員適
性検査が実施される際にはじめて明文化された65）。「特

に女子の教員志願者の間からは『先天的な身体条件に

採用のワクを設けるのはけしからぬ』として強い不満

が持たれていた。教育庁でもこの矛盾に気がついて，

身長のワクを外すことに決めた66）」と報じられている。

　２　同時代的状況――女性教員に対する採用制限

身長制限にみられるような女子学生に不利な採用条

件の設定は，東京都だけではなく，当時の教員採用に

共通する傾向だったという文脈を踏まえる必要があ

る。同時代的状況を理解する上で重要な点として，以

下では千葉市教委・神戸市教委による女性教員への採

用制限について述べておきたい。

1956年２月，千葉市教委が女性教員の採用を止める
という方針を決め，関係者には衝撃が走っていた67）。

千葉市教育長は，千葉市内小学校教職員の男女比が女

子5.3（325名）に対し男子4.7（286名）となっており，
自身の経験上で小中学校の理想の男女比だと考えてい

る「三対一の割合」に近付けるため，原則として女子

教員の新規採用をやめることを決めた68）。

千葉市で女子教員の採用制限という主張が出された

背景として，同記事では「①女子教員は男子教員より

能力が劣る②生理休暇や出産など家事の都合で休むも

のが多い③体操の指導ができないものが多く，また宿

直もできない④勤務年限が短い⑤男子教員で千葉市に

転勤希望者が多く，優秀な男子教員を女子と同一の給

料で採用できる。」などの理由を指摘している69）。更

に，このような方針は千葉県内の「市川，船橋などで

も同一方針をひそかにとっている」という70）。

千葉市教委のあからさまな男女差別に対し，千葉県

教組婦人部は厳重な抗議を申し入れることを決めた71）。

一方で文部省はこの男女差別を明確に問題視する姿勢

は見せておらず，「小中学校教員の採用は市町村教委が

きめることで，文部省は全くタッチしていない。女教

員採用を中止したという千葉市のことは聞いていない

が調査する。こんな例が他県にもあるとはまだきいて

いない。」（初中局長）という消極的なコメントを発表
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したのみだった。

以上に見られたような女性教員の採用制限の背景に

は，1955年に成立した「女子教職員の出産に際して
の補助教職員の確保に関する法律」（昭和三十年法律

第百二十五号）の影響があったとみられる。これは産

前産後16週間の休暇とその間の補助教員制度を定め
たものだったが，学校現場では「実際には補助教員の

補給は困難」であり，出産休暇をとる女性教員は「他

の職場と異って，生徒を預っている先生の身になって

みれば，自分の気持が許さず産休法の半分の規程八週

間を休むのがやっと」という状況を余儀なくされてい

た72）。女性教員の出産休暇に伴う補助教員確保のコス

トは，採用側が女性教員を敬遠する要因として働きう

る。上記千葉市教委の採用制限の背景として「②生理

休暇や出産など家事の都合で休むものが多い」が上

がっていたのは，このような時代状況から帰結するも

のだったといえる。

当時の強固な性別役割分業規範のもとで，労働と育

児・家事両方の負担を担っていた女性教員は，その

「欠点」として「学校や家庭での雑務に追われすぎて

研究，読書欲がない。自分の子供の養育がおろそかに

なる」が指摘されるなど，教員として劣位に評価され，

労働参入や労働継続において極めて不利な状況に置か

れていた73）。都教育庁も「産休問題もあり，女は家庭

をもっているので，学校の方が手おちになり易いとも

いわれている。男女共学の現在ではワン白小僧の指導

ということも考えると，どちらかといえば男教員の方

が望まれるのではないか」とコメントしており74），身

長制限の背景には千葉市教委と同様に，性別役割分業

規範に基づく女性教員への敬遠の意図があったと考え

られる。

女性教員への採用制限は，関東圏だけでなく関西圏

でも同様にみられた。1956年５月，神戸市教育長が
小・中学校教員に女子を採用しないと発表した75）。そ

の理由として「①小，中学校教育では男女教員が半々

になることが望ましいが，神戸市の現状は男四五㌫，

女子五五㌫で女子が約一千名も多く，男子の増加が必

要である②女教員は転任を好まず困っている学校もあ

る。また父兄から男子教員の増加を要望している」な

どを挙げ，「少くとも男女同数に達するまで女子の採

用，欠員補充を中止する」とした76）。このように男女

比を理由とする女性教員への採用制限は，千葉市教育

長の主張と同様のものだったといえる。

以上で示してきたように，1955年から1956年頃に
かけて，各地の教員採用においては女性教員への採用

制限が行われていた。その背景には強固な性別役割分

業規範のもとで，出産・育児・家事の責任を背負わさ

れていた女性教員を労働力として劣位に評価し，採用

を敬遠するという教委側の意図があったといえる。東

京都教育庁が女子学生に不利な身長制限の規定を発表

したのは，このような時代状況の中においてだった。

　３　東京都教員採用における年齢制限

　１項で述べた経緯を経て，東京都の身長制限は1956
年４月から削除されたが，都内学校の教員志願者数は

依然として膨大だった。『東京都の教育』（1956年年
報）によれば，1956年度の適性検査志願者数は２万
5000名を超え，前年度に比して約60％の増加となって
いた（p. 49）。これは「一般民間会社官公庁関係への
就職が思わしくなく，更に新免許法による教員免許状

取得者の激増に伴う教職志願者増大の結果」とされた

（同）。このような志願者数の急激な拡大，並びにスク

リーニングの一つであった身長制限を削除せざるを得

なかったことは，別のスクリーニングによって膨大な

志願者数を絞り込む必要性を生じさせた。1956年11
月６日に『東京都教員適性検査に関する規則』が改正

され，東京都教員適性検査で二段階選抜が実施される

ようになったことは，この文脈の中で理解する必要が

あるだろう。

　身長制限が削除された一方で，都教育庁は教員志願

者の年齢制限も行っており，こちらはそのまま維持さ

れていた。『東京都の教育』（昭和31年版（昭和30年報））
は，「都では主として財政上の理由に基いて年令満30
歳以上の者の採用を制限しており，従つて新規採用者

の平均年令も23～25歳の間で大学新卒者が７～８割
を占めているのが現状である」としている（p. 48）。
『東京都の教育』（1957年年報）によれば，1956年度
の第３回適性検査以降，受験資格において年齢制限が

開始された（p. 51）。これにより，適性検査の志願数
は1956年度（２万5146名）をピークとして，1957年
度（１万9237名），1958年度（１万1967名）と年々減
少を見せた（同）。しかし身長制限とは対照的に，年

齢制限については管見の限り，公平性に対する目立っ

た批判は向けられていなかった。このように年齢制限

がスムーズに受け入れられたのは，資料が乏しいため

推測に留まるが，これが「財政上の理由」による制限

とされたことで納得を得やすかった上に，地方から20
代～30代の現職者が東京都に志願者として殺到して
いた戦後当初とは異なり，志願者の大多数を新規大卒

者が占めるようになった状況がプラスに働いていたた
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めだと考えられる。

４　結論

本稿では，戦後初期の東京都における教員適性検査

制度の形成過程を明らかにしてきた。以下では分析か

ら得られた知見をまとめ，二つの分析課題への答えを

提示する。

そもそも教特法の成立過程においては，教員免許状

所持者に対して更に試験を行うことは不要だと考えら

れていた（前田 2017）。しかし東京都では，1949年頃
から始まった地方からの現職者の流入に加え，1951
年度頃には新制大学の教員養成課程卒業者も順調に増

加していった。すなわち戦後当初から，東京都には多

様な経歴を持つ教員志願者が殺到しており，そこには

東京学芸大学・東京教育大学の卒業生だけでなく，そ

の他の国公立大・私大を含む一般大学の卒業生，更に

は既卒者・現職者も含まれていた。このような供給状

況から，東京都においては多様な経歴の教員志願者を

選抜する一律の指標が，比較的早期から必要とされて

いたと考えられる。そのために，東京都では1952年２
月頃に既に「面接，筆記，身元調査」77）という形で選

考試験が実施されていた。この選考試験の受験機会は

当初，学校長推薦の有無によって制限されていたが，

後に廃止された。

第一の分析課題は，この学校長推薦が廃止される過

程でいかなる議論が行われたのかを明らかにすること

であった。この廃止に大きく関わっていたのは，教員

志願者の供給状況の変動だったといえる。戦後当初，

教員給与の地域間格差が甚だしかったために，地方か

ら東京へ流入する膨大な教員志願者数への対応の必要

性が，学校長推薦という措置を許容させていた。しか

し筆記試験が複数化・具体化されていく一方で，学校

長推薦による受験機会の制限が維持されていたこと

は，試験成績による選抜の手続きの精緻化と，その試

験を受ける機会の不均等な配分との矛盾を鮮明にし

た。この矛盾は，地方出身の学生など受験機会制限を

受ける側の志願者からの批判を惹起することにつな

がった。このような矛盾への批判にも後押しされ，当

初は許容されていた学校長推薦には「情実」という負

の意味づけがなされ，廃止されるに至ったといえる。

そして第二の分析課題は，学校長推薦の廃止後，教

員適性検査の受験機会がどのように設定されたのかを

明らかにすることであった。東京都教育史においてこ

の学校長推薦の廃止は，選考試験の平等な受験機会が

保障されるようになるという，教員適性検査制度の単

線的な発展過程として描かれていた。しかし実際には，

採用志願者数の絞り込みのために身長制限が導入され

ようとするなど，その過程は決して単線的な進歩の過

程ではなかったといえる。この身長制限の背景には，

当時の性別役割分業規範と産休法の制定があった。最

終的に身長制限は批判を受けて廃止されたが，その一

方で年齢制限（30歳未満）はスムーズに受け入れられ，
その後も継続していたことが明らかになった。

　以上の経緯を経て，東京都における教員適性検査制

度は確立されるに至った。この東京都教員適性検査制

度が一つのモデルとなって他の府県に波及し，各地域

でそれぞれの「教員採用試験」が実施されるという今

日の状況が生まれることになったと考えられる。今後

の研究においては，引き続きその波及過程を明らかに

することに取り組んでいく。

〈付記〉

本研究は，日本学術振興会特別研究員奨励費（課題

番号：17J08440）による研究成果の一部である。
本研究は，前田（2019b）を加筆修正したものであ

る。

注

１） 同時期に関して伊ヶ崎・山崎・土屋（1969: 140）は，都教委
が「都下五つの師範卒業生の就職にあたって，一九四九年三月四

日はじめて面接を行ない，つづいて三月七日常識テストを行なっ

た」としている。ただし根拠となる資料が明示されていないこと

から，この実施時期については検証の余地がある。

２） ただし，東京都立教育研究所編（1964: 247）は教員志願者数
を「昭和二十五年度小学校七四一〇名，中学校五六六九名，高等

学校二〇三八名，計一五一一七名」としており，文献の間で数値

が食い違っている。

３） 東京都教育庁に公文書開示請求を行ったが，当該資料を保有し
ていないため不開示との回答を受けた。

４） 同上。
５） 「都の教員採用試験」（1953年９月23日付朝日新聞）。
６） 朝日新聞では検索対象に広告を含めていない。読売新聞は広告
を除外した検索ができなかったので，ヒットした記事数が多く

なっている。３紙ともに「号外」「付録」「別刷り」は検索対象に

含めていない。

７） いずれも2019年５月22日最終閲覧。
８） 「６・３制　先生やぁーい　３年間に12万人不足」（1947年４月
23日付読売新聞）。

９） 「先生に悩む来年の新制中学」（1947年10月29日付朝日新聞）。
10） 「多すぎる先生希望者 都では採用お断り」（1949年４月８日付
朝日新聞）。
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11） 同上。
12） 同上。
13） 同上。
14） 「先生の「東京転職」大はやり　待遇に大きな開き　近県の足
止めも無効」（1951年12月20日付朝日新聞）。

15） 同上。なお，1951年４月時点の国家公務員の大卒初任給が5500
円。

16） 同上。
17） 同上。
18） 「月に3500円貸費　新制大学教育学芸の両学部　先生志願者
やぁーい」（1949年７月30日付読売新聞）。

19） 同上。
20） 同上。
21） 「教員志望に学資補助　「特別育英資金」を設ける」（1949年12
月１日付読売新聞）。

22） 「先生志願時代来る　激増した学芸，教育大の志願者　教壇に
明るい質的向上」（1951年４月28日付読売新聞）。

23） 　同上。
24） 「東京都　教育：先生の就職も『狭き門』－願書六千をもてあ
ます都」（1952年２月28日付毎日新聞）。

25） 同上。
26） 同上。
27） 「先生に狭い「東京の門」」（1953年２月25日付朝日新聞）。なお，
1952年11月時点の国家公務員の大卒初任給が7650円。

28） 内訳は，小学校2620名，中学校3200名，高校2800名，特殊学校
60名，幼稚園20名，養護学校130名。

29） 同上。
30） 同上。
31） 「東京都　教育：学校の先生も狭き門－採用は僅かに五分の一」
（1953年４月８日付毎日新聞）。

32） 同上。
33） 同上。
34） 同上。
35） 「校長の推薦制廃止　小，中学の教員志願者／東京都」（1953年
11月21日付読売新聞）。

36） 同上。
37） 「小中学校教員全国から公募　東京都で」（1953年11月21日付朝
日新聞）。

38） 同上。
39） 「小，中学の教員も不足　全国公募に予算のワク」（1954年２月
９日付朝日新聞）。

40） 同上。
41） 同上。
42） 「先生の新採用抑える」（1954年３月16日付朝日新聞）。
43） 同上。
44） 1954年第10回東京都教育委員会臨時会（1954年11月19日）。公
文書開示請求により，東京都教育庁から会議録の開示を受けた。

45） 「初の教員適性検査／東京都教育庁」（1954年12月２日付読売新
聞）。

46） 「東京都　教育：教員志願者に適性検査」（1954年11月25日付毎
日新聞）。

47） 東京都教育委員会臨時委員会（1954年12月３日）にて決定され

た。「教員選考委　都教委，情実多い教員の入転校に」（1954年12

月４日付読売新聞）。

48） 同上。
49） 同上。
50） 同上。
51） 「都の教員志望者が激増　学芸大卒さえ就職難」（1955年２月５
日付朝日新聞）。

52） 同上。
53） 「◇明日へのために＝背の低い者は教員になれぬか」（1955年３
月８日付毎日新聞）。

54） 同上。
55） 同上。
56） 「教育　都内関係：先生志願へ八千余人－春の適性検査に最高
記録」（1955年12月29日付毎日新聞）。

57） 「教員不足の東京都　全国から大量募集＿教育」（1955年12月16
日付朝日新聞）。

58） 「一五〇センチ未満は教員でない？　都の採用条件，女子学生
間に強い不満」（1955年12月９日付朝日新聞）。

59） 同上。
60） 同上。
61） 同上。
62） 「教育：「女教員は採用しない」－千葉で問題に」（1956年２月
26日付毎日新聞）。

63） 「背が低くても合格　都立学校教員の採用規定改正」（1956年３
月６日付読売新聞）。

64） 「東京都　都庁：背が低くても教員になれる－都，新採用から
基準を廃止」（1956年３月６日付毎日新聞）。

65） 同上。
66） 同上。
67） 前掲「教育：「女教員は採用しない」－千葉で問題に」（1956年
２月26日付毎日新聞）。

68） 同上。
69） 同上。
70） 同上。
71） 同上。
72） 「教育：「女教員は採用しない」－不採用をめぐる女教員の立場」
（1956年２月28日付毎日新聞夕刊）。

73） 同上。
74） 同上。
75） 「教育：女教員新採用せず－神戸市で内定」（1956年５月２日付
毎日新聞）。

76） 同上。
77） 「東京都　教育：先生の就職も『狭き門』－願書六千をもてあ
ます都」（1952年２月28日付毎日新聞）。
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